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１．企業経営動向

（１）最近の電力需要

①平成１４年度の需要動向

平成１４年度の需要電力量は、８，４１５億ｋＷｈ、最大需要電力は、

１億７，３９２万ｋＷとなった。

②平成１５年度の需要動向

平成１５年度の需要電力量は、８，３２７億ｋＷｈ、最大需要電力は、

１億７，２３３万ｋＷとなる見込みである。

（２）今後の電力需給見通しと電源開発計画

① 平成１５年度電力供給計画によれば、平成２４年度の一般電気事業用電力

量は１０，６７５億ｋＷｈとなり、一般電気事業用夏季最大需要電力は、

１億９，４１２万ｋＷとなる見込みである。

② 電気事業者は、このような需要増加に対応するため計画的に電源開発を行

い、供給力の確保に努めることとしており、平成１５年度には５５７万ｋＷ

の新規着手（電源開発基本計画組み入れ）を計画している。

（３）企業収益

① 平成１４年度の１０電力会社の決算は、２年連続経常収支ベースで減収減

益となった。

収入面では、冷暖房需要の増により販売電力量が前年度に比べて増加した

ものの、電力各社の料金引き下げ及び燃料費調整に基づく料金引き下げ等に

より、経常収益は前年度と比較して３．９％減少し、１４兆８，７１４億円

となった。

費用面では、原子力停止による火力燃料費の増等はあったものの、一層の

効率化を図ったことによる修繕費の減、過去に実施したデット・アサンプ

ション（債務履行引受契約）及び期限前弁済の効果等による支払利息の減等

により、経常費用は前年度と比較して４．０％減の１３兆８，７７８億円と

なった。

以上の結果、１０電力会社の平成１４年度経常利益は、前年度と比較して

２．８％減少し、９，９３６億円となった。

② 平成１５年度の１０電力会社の業績予想については、売上高は平成１４年

度決算と比較して２．６％減の１４兆４，３３５億円、経常利益は同比較で

１．１％増の１兆５０億円となっている （いずれも各社公表値を集計）。

（４）財 務

電力各社は経営の効率化の一環として財務体質の改善を図っているところ

であり、平成１４年度においては、デット・アサンプションや借入金の期限

前弁済の実施により、有利子負債残高は前年度末に対し５．１％減少し、約

２６兆３，０００億円となっている。



２．設備投資動向

（１）これまでの設備投資の推移

１０電力会社においては、平成５年度５兆円弱をピークとし、平成６年度

以降は年々減少している。平成１４年度実績見込額は、電源工事の工程、投

資額の見直し、設備投資全般にわたる効率化を反映し、２兆１，２３５億円

(対前年度比▲１９．２％減）と減少している。

（２）平成１５年度の設備投資計画

平成１５年度計画額は１０電力会社で２兆０，３４８億円（対前年度比

▲４．２％減）となっている。電源工事等が建設のピークを越え、運転開始

時期の繰延べ、電力自由化の進展などの経営環境の変化への対応等から、引

き続き設備投資抑制の傾向にある。

３．長期資金調達・運用動向

（１）長期資金運用動向

電気業は、調達した資金の殆どを設備資金に充当している。投融資のウエ

イトは２％強となっている。

（２）長期資金調達動向

電気業の資金調達については、１０電力会社の場合、電力自由化の進展等

を踏まえ、設備投資の効率化、有利子負債の圧縮等による財務体質の強化の

強化を図っており、設備投資額を自己資金内で抑制する傾向が続いている。

自己資金は減価償却費の比率が高く、外部資金については、純減の方向であ

る。

（グラフ１：設備投資の前年比の推移）
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